
注記

計算書類に対する注記（法人全体）

　１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　該当なし

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　　　③リース資産

　　　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準

　　　　徴収不能引当金

該当なし

　　　　賞与引当金

　　　　退職給付引当金

　（４）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　該当なし

　２．法人で採用する退職給付制度

　（１）全国社会福祉協議会が実施する退職共済制度

　（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

　３．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　（１) 法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第２号第１様式、第３号第１様式)

　（２) 事業区分別内訳表(会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式)

　　　　当法人では、事業区分が社会福祉事業のみのため作成していない。

　　　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。

　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

　（４）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

   (５) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものについて
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

職員に対して将来支給する退職金のうち、社会福祉法人全国社会福祉協議会の全国社会福祉団
体職員退職手当積立基金制度掛金、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会の退職共済制度掛
金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した場
合には時価評価額による評価）

但し、経理規程第45条第3項に該当する棚卸資産については棚卸を省略している。

職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。



　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　地域福祉事業拠点（社会福祉事業）

　　　　　法人運営事業

　　　　　広報・啓発事業

　　　　　助成事業

　　　　　地域福祉事業

　　　　　ボランティアセンター活動事業

　　　　　総合相談支援事業

　　　　　福祉サービス総合支援事業

　　　　　受託事業

　　　　　資金貸付事業

　　　イ　指定管理事業拠点（社会福祉事業）

　　　　　大張児童館管理運営事業

　　　ウ　丸森たんぽぽこども園事業拠点（社会福祉事業）

　　　　　丸森たんぽぽこども園

　　　エ　丸森ひまわりこども園事業拠点（社会福祉事業）

　　　　　丸森ひまわりこども園

　　　オ　大内保育所事業（社会福祉事業）

　　　　　大内保育所事業

　４．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

　　該当なし

　６．担保に供している資産

　　該当なし

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　　該当なし

　７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

　８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

定期預金

基本財産の種類

建物

当期増加額 当期減少額

427,614,955

当期末残高

722,885,365

5,981,610

75,443,182

1,835,552

17,173,627

823,319,336

1,056,958,415

7,592,536

車輛運搬具

器具及び備品

合計

構築物

3,159,898

63,359,389

　５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

当期末残高

1,250,934,291

減価償却累計額

334,073,050

1,610,926

44,420,871

1,324,346

46,185,762

119,864,053

建物（基本財産）

建物

取得価額

合計

前期末残高

56,535,139

722,885,365

723,885,365

779,420,504

780,420,504

0

0

56,535,139

1,000,000 0 0 1,000,000



　９．関連当事者との取引の内容

　　該当なし

　１０．重要な偶発債務

　　該当なし

　１１．重要な後発事象

　　該当なし

　１２．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

  　該当なし

　１３．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らか

　　にするために必要な事項

　　指定管理事業は令和4年3月31日をもって終了する。


